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多面的機能支払交付金における
活動組織の広域化について

福井県多面的機能発揮推進協議会 柘原一男

活動組織の広域化 Page 1

活動組織を広域化する目的
◉人材の確保や事務処理の効率化
◉地域単位での施設の保全、農村環境保全活動及び長寿命化対策の実施
◉集落間の交流や相互支援等を行う体制づくり(コミュニティーの形成や強化)
◉農業者以外等、多様な主体(団体)の参画による体制づくり
◉施設管理者(土地改良区等)と連携した体制づくり
◉地域の課題を話合う受け皿づくり 等

活動組織の現状は･･･。

活動組織の広域化は、これらを解決する手段の一つです！

活動参加の確保が難しい
（高齢化や若者不足等）

色々な活動ができなく
なってきている
（要件達成が厳しい）

役員のなり手がいない
（後継者不足）

事務処理の担い手がいない
事務処理が煩雑

これからの営農を
どうする･･･。
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活動組織の広域化とは Page 2

A組織 B組織 C組織

団体 F組織 E組織

H組織 D組織広域活動組織
(広域協定を締結)

(参加同意) (参加同意) (参加同意)

(参加同意) (参加同意) (参加同意)

(参加同意)(参加同意)

広域活動組織とは、地域内の複数集落と各種団体が、広域的な取組展開等の目的
(規則や活動計画等)に賛同(参加同意)し設立された活動組織のことです。

◉ゼロスタートで活動組織を
作るこではありません。
◉活動組織を広域化しても、
これまでの活動を継続します。

効率化できるものは
やり方を見直します。

みんなが集まって1つの組織をつくります。

広域活動組織の種類

➊広域活動組織
事務処理の一元化
地域全体での活動と集落で行う活動を役割分担化

➋広域事務組織（説明者の造語です）

事務処理のみ一元化

広域活動組織の設立要件とスタイル Page 3

◉対象区域内の農用地面積が200ha以上。

➊農用地面積が200ha以上

➋旧市町村単位程度以上

➌農用地面積が50ha以上または3集落以上

◉中山間直払交付金の対象地域は50ha以上または3集落以上。

◉対象区域の全体が中山間直接支払交付金の対象区域である場合に限ります。

◉昭和25年2月1日時点の市区町村区域程度以上。
◉対象区域内の農用地面積は200ha未満でも可能です。

いずれかの要件を満たすことで
広域活動組織の認定が受けられます。
地域にあった範囲設定が可能です。

水系単位

揚水機場や幹線水路等の受益範囲
を活動対象とした広域化

土地改良区の受益範囲を
活動対象とした広域化

旧町村や市町単位を
活動対象とした広域化

事業区単位 市町単位・旧町村単位

活動対象の範囲設定にも、色々なスタイルがあります。
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福井県における広域活動組織の設立状況（令和5年4月現在） Page 4

越前市（事業区単位・旧村単位） 面積 設立

松ヶ鼻農地･水･環境保全組織 822 H19

しらやま緑の会 311 H29

坂口農地水協議会 97 H29

今立地区農地水協議会 ※ 435 R03

かみやま地区農地水協議会 165 H31

吉野地区農地水協議会 224 H31

味真野地区農地水協議会 367 H31

王子保地区農地水協議会 398 H31

大虫地区農地水協議会 202 H31

小浜市（市単位） 面積 設立

若狭おばま農地環境保全広域協定 1,184 H28

池田町（町単位） 面積 設立

池田の郷水と土を守る会 322 H19

敦賀市（市単位） 面積 設立

敦賀市広域協定 402 H27

美浜町（町単位） 面積 設立

美浜町広域協定 660 H27

若狭町（町単位） 面積 設立

若狭町農地水広域協定 1,651 H27

福井市（事業区・中山間単位） 面積 設立

主計の郷を守る会 217 H19

酒生を良くする会 239 H19

岡保農地水環境保全組織管理協定 325 H19

文殊農地･水･環境保全管理協定 331 H19

六条地区農地水協議会 199 R01

一乗農地環境保全協議会 45 R02

野波農地・水保全活動 32 R02

上味見農地水協議会 37 R02

永平寺町（事業区単位） 面積 設立

上志比広域資源保全会 269 H27

鯖江市（事業区単位） 面積 設立

グリーンネットさばえ 810 H27

片上の郷を守る会 136 H19

かわだ農地保全会 160 H27

鯖江日野川西部農地･水･環境保全会 539 H28

大野市（事業区単位） 面積 設立

大野農地水協議会 610 H29

富田農地環境保全協議会 996 H19

勝山市（市単位） 面積 設立

勝山市農地水広域協定 1,278 H29

あわら市（公民館単位） 面積 設立

伊井地区農地水広域協定 315 H29

細呂木地区農地保全会 524 H29

坪江剱岳地区農地水広域協定 439 H29

北潟地区農地水広域協定 450 H29

芦原地区農地水広域協定 488 H29

本荘新郷広域協定 695 H29

坂井市（市単位） 面積 設立

坂井市農地水広域協定 4,904 H29

福井県全体の取組面積の約74％
●は全組織が広域活動組織

越前町（旧町単位） 面積 設立

越前町農地水協議会 917 R02

南越前町（事業区単位・合併前町） 面積 設立

今庄水土里を守る会 388 H19

南越前農地自然を守る会 459 H29

※ R03年度に4つの広域活動組織を合併し1組織化

認定農用地面積 31,672 ha
広域活動組織 23,400 ha

40組織

R05年度目標 41or42組織 約78％
清水地区(福井市)
阪谷地区(大野市)

認定農用地面積 31,672 ha
広域活動組織 24,625 ha

広域活動組織の組織体系のパターン Page 5

組織体系も地域事情等により、色々なパターンがあります。

幹線用水路
揚水機場

A組織 B組織 C組織 D組織

E組織 F組織 G組織 H組織

幹線用水路
揚水機場

A組織 B組織 C組織 D組織

E組織 F組織 G組織 H組織

A地区 B地区

設定する範囲
➊市町単位
➋旧町村単位
➌土地改良事業区単位
➍水系単位
➎公民館や学校区単位 等

1つの広域組織内に地区を設定

●●広域活動組織 ●●広域活動組織

一般的な組織体系

設定する地区
➊旧町村単位で地区設定
➋中山間地と平地で地区設定
➌合併前の土地改良区単位で地区設定
➍水系単位で地区設定
➎近隣集落で合併し地区とし参加 等
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一般的な組織体制 Page 6

会 長

副会長

監 事

運 営 委 員 会

委員長(運営委員)

他役員は必要に応じ選任

集落委員会

運営委員会は
各集落から選出
された運営委員
で構成します。

委員長(運営委員)

他役員は必要に応じ選任

集落委員会

施設管理者として参画

土地改良区

施設管理者
学校・公民館

営農法人等

構成団体
( 連携 )

( 既存の活動組織等 ) ( 既存の活動組織等 )

◉基礎的な保全管理の実施
◉継続的な取組みの実施

◉組織運営への参画等

◉組織運営事務の実施
◉事務書類業務の実施
◉構成集落等との連絡調整等

◉組織運営に関する統括
◉活動計画の策定

◉収支予算の策定
◉組織全体的な取組み計画の

策定等

組織の最高意思決定機関

事務局員事務局長

集落及び団体から運営委員1名を選出

幹事or理事 幹事or理事を設定する場合

運営委員会が総会と
なりますので、
総会開催の負担が
軽減できます。

◉事務局が、申請や報告書類
の作成、総会等の会議
開催事務を行います
ので集落の負担が
軽減されます。

県内で 、市町単位・事業区単位を問わず一番多い組織体系です。

組織内に地区を設置する場合の組織体制 Page 7

組織の最高意思決定機関

◉集落委員会から選出された運営委員を選出
◉各地区の運営委員から、地区長・副地区長を選出
◉会長・副会長は、各地区の地区長から選出
◉監事は、各地区の副地区長があたります。

運 営 委 員 会

会 長

副会長

事務局長

地区長 地区長

監事

A地区 B地区

集落委員会

委員長(運営委員)
他役員は必要に応じ選任

集落委員会

委員長(運営委員)
他役員は必要に応じ選任

( 既存の活動組織等 ) ( 既存の活動組織等 )

副地区長副地区長

集落及び団体から運営委員1名を選出

役員の選出方法

運営委員会の役割

◉活動計画の決定
◉収支予算(集落配分額の決定を含む)の決定
◉活動実績及び収支決算の承認 等

地区の役割

地区を範囲とした、次の取組展開。
◉地区運営委員会の開催
◉地域資源の適切な保全管理のための推進活動
◉農村環境保全活動
◉資源向上(長寿命化) 等

◉地域性を活かした取組みを展開するため
旧町村単位で地区を設け、それぞれで
計画を立て活動を展開する方法です。
1つの組織ですので、必要に応じて
一体的な取組展開も可能です。

○○市の○○地区は、この組織体系です。
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○○地区を広域化した場合の規模(例)

未取組集落を含め、広域活動組織とし地域の農用地を対象に全制度に取組むことで
交付金を最大限に確保し、地域総合で効果的な取組みを展開します。

Page 8

制度名称 田 畑 計

農地維持 62,261 8,353 70,614

資源向上(共同活動) 62,261 8,353 70,614

資源向上(長寿命化) 34,826 7,793 42,619

活動組織数 集落数 土地改良区

組織構成 27 27 1

制 度 名 称 交付金額

農地維持・資源向上(共同活動) 32,458,004

資源向上(長寿命化) 16,882,040
※資源向上(共同活動)は多面的機能の増進を図る活動を含む

※資源向上(長寿命化)は100％交付の場合の額

広域化に伴う変更点
◉多面的機能の増進を図る活動を全域で設定できます。(全農用地の交付単価を6/6適用)
◉資源向上(長寿命化)は、全域で設定できます。
◉資源向上(長寿命化)の交付単価が6/6適用となります。(広域活動組織では直営施工の実施要件は対象外)

対象農用地面積

交付金額

◉○○地区を広域化した場合
対象農用地は約706haです。

区域図

事務局の設置方法 Page 9

土地改良区事務所に設置
市町等の施設に設置 等

職 名 人数 主 な 業 務 内 容

事務局長 1名
⑴ 総括
⑵ 組織運営全般・金銭管理
⑶ 施設の長寿命化対策に係る業務(計画・調整・発注事務等) 等

事務局員 ●名程度
⑴ 報告書類作成等の事務処理業務全般
⑵ 活動費の支出事務 等

パソコン・プリンター・書庫等を購入

内 容

外部委託 事務局業務を外部へ業務委託

組織雇用 地域内の人材を広域活動組織で雇用

➊事務局の人員配置

➋事務局の設置方法

➌事務局の場所

➍事務局運営に必要な備品等

組織雇用と外部委託の併用する方法もあります

◉福井県内の広域活動組織では、次の
方法で事務局を設置しています。

①組織で事務員を雇用
②土地改良区等へ業務を委託
③一部の業務を委託

◉事務局の場所
①市町の施設
②土地改良区の事務所

◉事務局員1名で
最大30～40集落程度を
担当しています。
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事務局の設置方法のパターン Page 10

事務局の設置方法の色々なパターンがあります。

A広域活動組織

事務局

B広域活動組織 C広域活動組織 D広域活動組織

事務局

➊一般的な設置方法 ➋複数の広域活動組織が共同で事務局を設置する方法

事務局の設置方法
①組織で雇用
②外部委託

・農業団体等
・NPO等

事務局の設置方法
①組織で雇用
➁外部委託

・農業団体等
・NPO等

E広域活動組織

事務局

➌構成員で事務局を設置

事務局の設置方法
①構成員が事務局を担当

1組織で1事務局を設置
するより、事務局経費
が割安になります。

組織内での人材確保

や後継者育成が必要
です。

◉活動組織の広域化を
進める構想段階で
方向性を決めること
が必要です。

福井県における事務局の設置方法 Page 11

事務局の設置方法 組織数 備 考

➊土地改良区等に業務委託 12組織(30％) 8土地改良区等

➋農業公社に業務委託 2組織(5％)

➌その他団体に業務委託 1組織(2.5％)

➍広域活動組織で雇用 16組織(40％) 共同運営事務局設置組織6組織

➎活動組織内 6組織(15％) 土地改良区に事務局を設置1組織

➏福井県土地改良事業団体連合会に業務を一部委託 3組織(7.5％) 土地改良区に事務局を設置2組織

事務局の設置方法

事務局の業務

役職名等 人数 主な業務 備 考

事務局長 1名 ➊総括・出納責任者
➋施設の長寿命化に関する業務
➌市町・関係団体との連絡調整 等

設計業務の外部委託・直営

事務局員 1～3名 ➊実施状況報告書類の取り纏め
➋活動費の支払い
➌協定参加集落との連絡・調整 等

事務支援システムの使用
専用様式の運用
書類の原本保管

※土地改良区の無い組織2組織あり
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広域活動組織の概要 Page 12

A資源保全会

[役員]
代表
副代表
監事
事務担当

運営委員

◉内規の制定(最低限の決め事)
(広域組織の規則に基づき作成)

◉集落の活動計画の作成 等

B自然を守る会

[役員]
代表
副代表
監事
事務担当

運営委員

◉内規の制定(最低限の決め事)
(広域組織の規則に基づき作成)

◉集落の活動計画の作成 等

広域活動組織

運営委員会(総会)

会長
副会長
監事

[協定参加集落]
A資源保全会
B自然を守る会

事務局

事務局長
事務員

◉作業日報や写真
◉請求書や領収書 ◉規則や運営細則の策定

◉活動計画や予決算の策定

◉作業日報や写真
◉請求書や領収書

役員数が減ります 役員数が減ります

事務負担が軽減されます 事務負担が軽減されます

◉組織運営・予算管理
◉報告書類の作成 等

各種団体
( 連携 )

小学校や公民館等との連携
◉生きもの調査
◉体験農業(田植え・稲刈り) 等

土地改良区
( 連携 )

施設の計画的・効果的な
長寿命化対策の実施 等

交付金の流れ Page 13

市町

広 域 活 動 組 織

農地維持＋資源向上 ( 共同活動 ) 資源向上 ( 施設の長寿命化 )

➋事務局経費

業務委託費・使用料・事務用品費等
➌地域全体活動費

組織全体的な活動費(生態系保全や水質保全等)

➎事務局経費
業務委託費・事務用品費等

➍を、各集落の交付金按分で予算配分 ➏を、運営委員会で執行

集落委員会 ( 既存組織・新規組織 )

※集落に配分せず、運営委員会で作成する長寿命化
計画に基づき、計画的・効果的に使用します。

交付決定 ➊交付金の交付 実績報告交付申請

交付金は、広域活動組織に交付された後、
運営委員会で決定した収支予算に基づき
集落委員会に予算を配分します

➏活動費 ( 交付金➊-➎ )➍活動費 ( 交付金 ➊-➋-➌ )

◉交付金は、市町から広域活動組織に交付
され必要経費を差引いた額が、
集落に配分されることとなります。
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事務局経費の算定方法と活動費の配分方法 Page 14

事務局経費の算定方法にも、いくつかの方法があります。

➊交付金から事務局経費を差引いた額を交付金按分で活動費を配分
➋最低保証を設け、残額を➊と同様に配分
➌基礎配分とし一律額を配分し、残額を➊と同様に配分 等

組織雇用の場合

➊人件費･･･事務局員の給与水準を決め積算
➋諸 費･･･事務用品費・会議費・通信運搬費等を積算 等
➌委託費･･･組織全体的な取組みに必要な委託費 等

(農村環境保全活動や工事設計書作成業務等)

➊委託金額を積算（重要可能な歩掛や独自歩掛等を使用）
➋見積徴収（業務仕様書等）
➌委託費･･･組織全体的な取組みに必要な委託費 等

(農村環境保全活動や工事設計書作成業務等)

外部委託の場合

活動費の配分の配分方法にも、いくつかの方法があります。

交付金の配分や活用の概要(イメージ) Page 15

A資源保全会 B自然を守る会

広域活動組織

運営委員会(総会)

○○市

➊交付金の交付

Ⅰ.予算の策定
(農地維持・資源向上(共同))

➋事務局経費の決定
➌組織全体活動費の決定
➍集落配分額の決定

➍＝➊-➋-➌

Ⅱ予算の策定
(資源向上(長寿命化))

➋事務局経費の決定
➌工事費(設計費等を含む)

➍=➊-➋事務局管理

算 定 方 法

集落配分額の算定
➊交付金額 1,000万円
➋＋➌ 80万円 ( 8％ )
➍配分額 920万円

各集落の配分額の算定
交付金額に➋＋➌の率
を乗じた額

配分額 92万円 (①-②)
(農地維持・資源向上(共同))

①交付金額 100万円
②経費負担額 8万円(①×8％)

配分額 46万円 (①-②)
(農地維持・資源向上(共同))

①交付金額 50万円
②経費負担額 4万円(①×8％)

( 配分額を通知 )

◉集落規模の大小に関係なく公平
に配分します。
◉県内のある広域活動組織では、
最低保証制度を設け、小さい集落
でも活動が十分実施できるよう
にしています。(相互扶助)

◉集落間での融通が可能です
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活動実施の負担軽減と効果的な取組展開を行います。 Page 16

農地維持

基礎的な保全活動は、従来どおり集落で実施します。

機能診断は、従来どおり集落で実施します。
農村環境保全活動は、従来どおり集落で実施します。

広域活動組織として計画して実施する方法に変更します。
◉研修会(5年に1回以上実施)
◉地域資源の適切な保全管理のための推進活動(地域資源保全管理構想の作成を含む)

広域活動組織として計画して実施する方法に変更します。
◉研修会(5年に1回以上実施)
◉多面的機能の増進を図る活動(学校教育との連携活動等)
◉多面的機能の増進に向けた活動(加算措置) ※共通的なテーマを設定し実施

要件達成の負担を軽減

要件達成の負担を軽減

長寿命化対策の要望を、事務局に提出します。

広域活動組織として計画して実施する方法に変更します。
◉集落から提出された要望を集約し、5年間の実施計画を作成
◉計画に基づき、工事発注～完成検査までの事務手続きを実施

資源向上(共同活動)

資源向上(長寿命化)

効果的な計画・実施

報告書類作成の負担を軽減します。 Page 17

集落がこれまで実施してきた、認定申請～実施状況報告までの事務業務を削減します。

➊活動計画書
➋作業日報(参加者名簿・写真)
➌機能診断記録表

➍認定(変更)申請書
➎交付申請書
➏実施状況報告書
➐活動記録
➑金銭出納簿
➒長寿命化対策に係る書類

・実施計画書
・見積通知書
・契約書
・完成検査調書 等

➓財産管理台帳(備品・工事)
⓫運営委員会(総会)資料

事務局で作成する書類

集落で作成する書類 事務処理マニュアルを作成します

➊書類提出の流れ
➋専用様式の作成(項目等は選択式)

このイメージは、現在表示できませ
ん。

事務支援システムを使用します

◉中間検査・履行検査の受検
◉関係機関との連絡調整

※事務支援システムを使用することも可能です。

( 事務局業務の負担軽減 )

◉これまで、集落毎に作成していた提出書類の
作成は不要です。事務局で作成します。
◉工事発注に関する見積通知等の書類は
事務局で作成します。
◉検査への出席は不要となります。

基本的には、事務局で受験します。

集落での作成は不要→ 負担軽減
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事務処理の流れ Page 18

活動組織（集落）

➊活動計画書
➋作業日報(参加者名簿・写真)
➌機能診断記録表

事務局

専用様式（Excel）

このイメージは、現在表
示できません。

事務支援システムDB

次のいずれかで書類を作成し、事務局へ提出（メールでも可能）

登録内容を確認

提出内容を確認
DBに登録

（提出）

（提出）

➏実施状況報告書
➐活動記録
➑金銭出納簿

活動費の支払（受領）
(送金）指定の金融機関に振込

◉事務局業務の平準化を図るため、書類提出
を2ケ月に1回とし、提出月を奇数月・偶数月
に設定する場合もあります。
◉活動費の支払いは選択制とし、

事前一括支払
日報等の確認後に支払う実績払

を採用している場合もあります。

事務支援システムを活用した負担軽減 Page 19

Personal Computer

A 集落

Data base②
基本システム

Personal Computer

B 集落

Data base③
基本システム

Personal Computer

C 集落

Personal Computer

事務局

Data base①
基本システム

DB
②

DB
③

情報集約・帳票出力

USB

複写

USB

複写

USB

作業日報を登録（写真を含め） 作業日報を登録（写真を含め）

EXCEL・写真

領収書等

システムを使用できない組織

Data base④

領収書等
領収書等

◉事務局でDB登録内容の確認と
領収書等を基に金銭出納データを登録
◉システムを使用しない組織からの場合は
DBへの日報登録と金銭出納データを登録

◉集落及び事務局の事務処理の効率化・負担軽減のため
活動記録・確認システム」の利用を基本としています。

◉複数のDB登録データを纏めて報告書類等の作成が可能

◉事務局の事務処理の効率化と
取り纏め作業の負担軽減のため
事務支援システムを活用します
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ブース展示（企業・団体）の技術紹介 

 

アムレット（株） 

（株）大塚工業 

（株）ガイメック 

三進金属工業（株） 

（株）白崎コーポレーション 

全国共済農業協同組合連合会 富山県本部 

大一工業（株） 

（株）高岡ケージ工業 

中部美化企業（株）津島事業所 

東北興商（株） 

（一社）農山漁村文化協会 東海北陸近畿支部 

（株）北陸サンコーシヤ 

（株）堀江商会 

前田工繊（株） 

富山県花卉球根農業協同組合
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TEL:076-288-6077
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